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表1　運営諮問会議委員

濱田 純一（議長）	 東京大学　総長

木村 博彦	 株式会社木村鋳造所　代表取締役会長

榊原 定征	 東レ株式会社　代表取締役会長

庄田 隆	 第一三共株式会社　代表取締役会長

関口 和一	 株式会社日本経済新聞社　論説委員兼産業部編集委員

馬田 一	 JFEホールディングス株式会社　代表取締役社長

羽入 佐和子 *	 お茶の水女子大学　学長

山田 英	 アンジェスMG株式会社　代表取締役社長

山田 信博 *	 筑波大学　学長

Alain Fuchs	 国立科学研究センター　会長、フランス

Makoto Hirayama	 ニューヨーク州立大学　教授、米国

Thaweesak Koanantakool	 国家科学技術開発庁　長官、タイ

Willie E. May*	 国立標準技術研究所　研究担当副所長、 米国

（*：欠席）  

第8回産総研運営諮問会議を開催

産総研では、産総研の研究活動および運営全般について助言をいただくため、国内外における各界の指導的有識者を
メンバーとする運営諮問会議を設置しており、2013年2月8日、つくば本部にて第8回運営諮問会議を開催しました。

一昨年、昨年の運営諮問会議では「持続可能社会の実現」や「グローバル化時代」への観点から助言いただきましたが、
約20年にわたり低成長を続けている日本経済にとっては、外部環境への対応とともに、他に先んじた取り組みを行って
初めて、安定成長に回帰するための道筋が開けるといえます。

このため、今回の運営諮問会議では、「日本産業を元気にするために強化すべき機能と産総研の役割」をメインテーマ
とし、現在の産総研の活動を踏まえた上で、さまざまな視点からご議論いただきました。

ここに、会議の概要と各委員からの主なコメント・助言を報告します。

表2　プログラム

2013年2月8日(金)

10:00	 開会

		  委員および産総研出席者の紹介

10:10	 開会挨拶（オープニング・リマー
クス）

10:15	 【議題】日本産業を元気にするた
めに強化すべき機能と産総研の
役割（その１）（資料説明）

11:00	 「日本産業を元気にする産総研の
研究」現場の視察と研究者との意
見交換

13:00	 昼食会

13:30	 【議題】日本産業を元気にするた
めに強化すべき機能と産総研の
役割（その２）（資料説明）

14:00	 全体会議

15:50	 全体とりまとめ（クロージング・
リマークス）

16:00	 閉会
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第８回運営諮問会議の概要

各委員からのコメント・助言

濱田 純一 委員（議長）（東京大学　総長）

榊原 定征 委員　（東レ株式会社　代表取締役会長）

今回の運営諮問会議は、第一三共株
式会社の庄田隆氏を新たに加えた、総
勢13名の見識豊かな委員（表1）の中か

ら、10名の参加を得て開催しました。
まず、産総研からメインテーマであ

る「日本産業を元気にするために強化す
べき機能と産総研の役割」について前後
半に分けて資料説明を行い、後半の資

料説明の前には「日本産業を元気にする
産総研の研究」現場の視察を行いました。
その後、委員との討議を経てコメント・
助言をいただきました。

3回ここに出席して、産総研の活動が
ダイナミックに動き始めていると感じ
ました。最初のころ聞いた、戦略あるい
はイノベーションという言葉が実質的
に動き始めているという印象をもって
おります。今の方向でのこれからの展開
はとても楽しみにしております。

気になったのは、産総研という組織と
しての海外展開をどう考えていくのか
という点です。日本の産業のこれからの
復活も、日本だけが元気になるというこ
とはあり得なくて、世界のいろいろなと

ころで一緒になって元気になっていかな
ければいけません。そのため、日本の研
究組織や大学が今より力を伸ばしていこ
うとすれば、海外といかに提携していく
か、海外にどれだけ入り込んでいくかと
いうことが非常に大きな課題だと思いま
す。産総研としていろいろな企業とつな
がりをもつときに、海外の企業とも連携
をもつというぐらいの取り組みが場合に
よってはできないものか、またそこに新
しいチャンスもあり、アイデアも出てく
るだろうという気がしております。日本

の国の機関だからと
いっても、日本の社
会だけを見ていては
対応できない時代で
すので、世界を見な
がら、世界の社会、
世界の企業を見なが
ら動く産総研という展開にぜひもって
いっていただけると次のステップもまた
見えてくると思いました。

産総研の強化すべき機能と役割につ
いて、2つほど申し上げたいと思います。

政府の産業競争力会議では、産業競争
力の強化、特に製造業の競争力強化が議
論されています。これは、中小企業に限
らず、大企業も含めて日本の製造業の競
争力基盤が急速に弱体化しているため
です。そこでは、既存の製造業の競争力
強化と並んで、将来の日本を牽引するよ
うな基幹産業を創出して、育成すること
も大きな課題です。今、日本の科学技
術政策では第4期科学技術基本計画の中
にありますが、その中では、その次の世
代を担う分野として、グリーンイノベー

ションとライフイノベーションが大きな
テーマになっています。特にライフイノ
ベーションにつきましては、とても重要
な、今後の日本の基幹産業となるべき分
野だと思っております。

ライフサイエンス分野では、産総研の
他にも公的な研究機関があり基礎研究な
どを行っておりますが、産業化という点
では産総研に対する期待は際立って高い
と思っております。今後の医薬・医療分
野での1つの方向として、日本が得意と
する精密工学、素材、バイオ、ITと組
み合わせることによって、創薬だけでな
く、診断、医療材料、医療機器などの

領域も伸ばしてい
くべきと考えてい
ます。産総研は幅
広い分野の研究活
動をしているため、
より積極的にバイ
オとITなどとの融合研究を進めていた
だきたいと思っております。産総研には
企業だけでは実現できない研究、ある
いはそれを可能にする大きな仕掛けをつ
くっていただきたい。これが1点目です。

もう1点は、産業分野では、ハイテク
や先端事業分野だけではなく、既存の分
野でも技術革新への要求あるいはイノ

私は、ものづくりのことを少しお話し
させていただき、その後にもう1点申し
上げたいと思います。

日本のものづくりは、ここ4年間の円
高の影響で、特にこの1年間で急激に崩
壊し、だめになっていくような感じを私
は受けています。大手の企業は、まだ苦
しんではおりますが、しっかりとしてい
ると思います。しかし、それを取り巻く
中堅・中小企業が相当力を落としてし
まったというのが現状ではないかと思

います。
特に、ものづくりの中堅・中小企業と、

素形材、サポーティングインダストリー
などの分野が力を落としているため、こ
れらの技術伝承と人材をどのように将来
にわたって確保していくかが重要です。
大学がほとんどここから手を引いた今、
産総研にそれを担っていただきたいとい
うのが１点目のお願いです。

2点目は、学会の中で積極的に産総研
として論文発表という形をとっていただ

けると、産総研の
技術が私たち一般
のところにおりて
くるのではないか、
広まっていくので
はないかという感
じがしております。
ぜひとも積極的な論文発表をお願いしま
す。

木村 博彦 委員　（株式会社木村鋳造所　代表取締役会長）
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関口 和一 委員　（株式会社日本経済新聞社　論説委員兼産業部編集委員）

庄田 隆 委員　（第一三共株式会社　代表取締役会長)

が書けない研究はなかなか継続しにくい
と思いますが、日本の産業競争力という
観点からは非常に憂慮すべき事態だと考
えております。そこで、産総研において
は、日本の産業の育成あるいは競争力強
化、それから中小企業の支援を含めて、

アカデミアでは取り上げなくても産業界
が必要とする分野、例えば化学工学、高
分子、金属、繊維などをしっかりと担う
ことによって日本の産業競争力強化に努
めていただきたいと思います。

産総研が大学・産業界とも一緒になる
という意味でとても感銘を受けたのは、

「つくばパワーエレクトロニクスコン
ステレーションズ（TPEC）」の共同プロ
ジェクトが量産化を視野に入れたロー
ドマップを作って研究を進めていると
いう点です。引き続き、こうした“場づ
くり”としての産総研の活動に大いに期
待しています。また、ライフサイエンス
分野でも、ぜひとも産総研に同じ趣旨の
役割を果たしていただきたいと思いま
す。例えばiPS細胞研究も、産業界も一
緒になって、産総研中心で、ロードマッ
プのようなものを作るような形で産業
につなげていくことが大事ではないか
と思います。

もう１つの産総研への期待は、人材育
成の側面です。今、ライフイノベーショ
ン分野では、“ビッグデータ”から何を読
み取るのかという意味で、“バイオイン
フォマティクス”の重要性がとても強く
言われております。しかし、バイオイン
フォマティクス分野には、なかなか高度
人材がいないというのが現状です。この
分野の高度人材育成という側面でも、産
総研が果たしていく役割への期待は大き
いと思います。

最後に、今まで日本のライフサイエ
ンス分野はどうしても高齢者向けとい
う概念が強かったのですが、これから
は次世代という視点も極めて重要です。
新生児、小児期からの健康データをしっ

かり押さえていく
と い う 意 味 で は、
産 総 研 が も っ て
いるライフサイエ
ンス分野以外の分
野の技術が重要に
なってくると考えます。例えば、計測
機器などを活用して健康データを追跡
することにより、予防医療、先制医療
につなげていくことができます。ここ
で申し上げたことを含め、研究開発の
分野が広いという産総研の強みをぜひ
とも活かしていただきたいと考えます。

日本の産業競争力が落ちた理由につ
いて、特に研究開発に関連して申し上
げると、2つあると思います。

1つは、デジタル化対応の遅れです。
90年代後半から、インターネットを中
心に情報通信分野で大きな技術のパラ
ダイムシフトが起き、さまざまな研究
開発や製造業にも影響を与えています
が、それに日本が乗り遅れたという点
です。

もう1つは、日本は基礎研究や要素技
術開発を重視し、それで成果を上げて
きたと思うのですが、今抱えている問
題は、そうした技術を実際に商品化し
て市場に出す能力が落ちてしまってい
る、という点です。

それに対しては、3つやらなければい
けないことがあると思います。1つはダ
イバーシティの問題です。日本の研究
開発の現場は、理科系男子のカルチャー
です。理科系男子は、物事をリニアに
発想し、1つの流れができたら、それを
よりよくしていこうという形の研究開
発が多いと思います。そうすると、デ
ジタル化のようなパラダイムシフトが
起きたときに、ついていけないという

問題が起きます。変化に早く気づくた
めには、もっと外国人や女性の研究者
を入れていくことが必要でしょう。違っ
た角度から物を見ることで新しい情報
や気づきが入り、新しいイノベーショ
ンや技術革新が起きると思うのです。
そのためには、多様性をどうやって取
り入れていくか、というのが1つ目です。

2つ目は、もっている技術を商品化し
ていくプロジェクトマネジメントの力
です。研究開発とは少し違うと思いま
すが、それができる人材を日本として
育てていくことが大きな課題だと考え
ます。場合によっては、産総研が、民
間企業や大学を巻き込んで、プロジェ
クトにまとめていく必要があるのでは
ないかと思います。

3つ目が、ソフトウエア人材です。日
本はハードウエアで成功しましたが、
アップルの成功を見ると、これまでハー
ドウエアで提供してきたものをソフト
ウエアで提供し、成功しているわけで
す。日本は、機械、精密、自動車など
パラダイムが変わっていない産業はい
まだに強いですが、家電やITのように
パラダイムが変わったところは競争力

を落としていると
思います。つまり、
日本で今必要なの
はソフトウエア人
材をもっと育てて
いくことです。そ
の点で、日本の大学の工学部系は非常
に弱いと思います。もっとソフトウエ
アに取り組むという意味で、産総研も
ソフト分野をより強化していく必要が
あると思います。

それから日本の研究開発のテーマ選
びは、論文作成を第1に考え、どちらか
と言うと、ほかの人が関心をもたない
ような個別のニッチな研究に入ってし
まいがちです。そうではなく、市場全
体に目配りをして、どこに本当の需要
があるかをとらえ、それを実際にお客
さんが欲しい形にまとめ上げていくこ
とが大切です。そうした力をつけるた
めの役割を産総研には期待したいと考
えます。

ベーションのニーズが高まってきてい
るという点です。ところがこれらの分
野では、大学を中心としたアカデミア
の基礎研究が以前よりも弱くなってき
ております。アカデミアは、主に論文
で研究者の業績を評価するため、論文



5産総研 TODAY 2013-04

馬田 一 委員　（JFEホールディングス株式会社　代表取締役社長）

山田 英	委員　（アンジェスMG株式会社　代表取締役社長）

Alain Fuchs 委員　（国立科学研究センター　会長、フランス）

まず、専門家からみても価値の高い産
総研の仕事が果たしてどれだけ伝達され
ているかという点です。公的な研究機関
ですので、一般の方にもわかってもらう
ことが、とても大事だと思います。特に
アメリカの社会を見ますと、インタープ
リターという、要するにマスコミでもな
い、でも本の執筆や宣伝により啓発をす
る文化があります。しかし、そういう機
能が日本にはありません。ですので、い
かにしてPRするかということが重要だ
と思います。

2つ目ですが、ヘルスケア領域という
のは厚生労働省という極めて規制に強い
規制当局が厳然としてある中で、厚生労
働省がヘルスケア産業の活性化などプロ
モーション役を演じることは制度上難し

自国で私たちがどういう期待を受けて
いるか、日本との比較などについて申し
上げます。
「産業を元気にする」というトピックは

わが国でも同じ言葉で語られています。
フランスでは科学技術の移転の力強さ、
速さが十分とは言えません。私たちは産
業界と共同の研究拠点を築くことについ
て多く議論しています。今日話し合われ
たような、オープンイノベーションハブ、
融合研究、大規模な連携研究拠点などに
近いものです。

そして私たちは、克服すべき障壁を見
定めることに努力しています。例えばア
カデミアから応用研究、産業界への研
究者の循環などです。これが難しいの

いと感じています。また、厚生労働省に
は、年金という大事な課題をかかえ、研
究開発に余力をもって投じるような余裕
はないというのも現実です。そうします
と、経済産業省所管の産総研がヘルスケ
ア領域の産業育成に関わることを本格的
に考えていくことが、これからますます
重要と思っております。アメリカには国
立衛生研究所（NIH）という大きな研究所
があり、2万人規模の研究者がいて多く
の予算を使っていますが、それを見るた
びにいつも日本はこれでいいのだろうか
と思います。産総研の人員、予算は少な
いと思っています。資源のない日本です
ので、研究開発をさらに強化するという
何らかの、もちろん根拠をもって取り組
んでいくことが必要ではないかと感じま

は、研究者の意識の問題でもあるためで
す。さまざまなインセンティブを用意し
ても、研究者はなかなか乗り気にならな
い。これがフランスの現状です。日本で
もこれに近いのではないかと思います。

日本政府もそうかと思いますが、フラ
ンス政府は、研究開発への投資がGDP
成長、経済成長、雇用創出などに結びつ
く投資につながることを期待し、一方、
温暖化問題などのグローバルな課題解
決について科学技術へ期待を寄せてい
ます。これら2種類の期待は必ずしも常
に整合するわけでありません。温暖化問
題について研究することが、研究をして
いる国での雇用創出に直結するとは限
りません。 

す。
そ れ か ら、 人 材

ですが、女性の登
用、海外の人材の
活用に関して、例
えば発生学の領域
では女性の研究者が世界的にも大活躍し
ているということもあり、そういった観
点から研究者の人材の登用というのも考
える時期に来ているのではないかと思い
ます。成果を出すためにどういう人材を
登用するか、この仕事を任せたら絶対成
功するという人材を的確に適時に見つけ
るような形で、これからは人材の登用を
多角的に見ていかなければならないと考
えます。

産総研が来年設置
予定の福島再生可
能エネルギー研究開
発拠点についてとて
も興味深く伺いま
した。同拠点では、
21世紀のエネルギー課題と、雇用創出、
GDP成長といった社会的な期待が整合
されています。この事例は、本日提案さ
れたオープンイノベーションハブとなる
非常に貴重なものです。

最後に、もう1つ重要な点を指摘しま
す。科学技術の進歩には、社会への波及
効果があるということです。また科学技
術上の成果をあげても産業競争力などに
結びつかない、逆効果になることもあり

第4期科学技術基本計画では、平成23
年度から5年間のわが国の科学技術の方
針が策定され、科学技術イノベーション
により経済成長を目指すことが謳

うた

われて
います。また、この計画と表裏一体をな
す、わが国の経済成長戦略は軸足が定ま
らず、進捗が遅れています。産総研が関
与している研究開発テーマを、リーダー
シップをもって牽

けん

引し、計画を達成して
いただきたいと思います。

日本の産業を元気にするには、現在世
界のトップランナーである分野の技術を

さらに磨き、トップを維持することとイ
ノベーションによる経済成長を長期にわ
たって実現することが必要です。産総研
の役目は研究開発の成果を社会に還元す
ることです。この3年間で方針が浸透し、
成果も出だしたのでさらにレベルアップ
してください。

わが国の公的研究開発資金や人材は、
他の先進国と比べて少なくなっていま
す。オープンイノベーションの活性化を
図り、もっと民間、海外の資金と人材を
活用することを考えてください。

また、産総研では
さまざまな国内外
の基準作りに取り
組んでいます。新
しいビジネスで障
害になるのはさま
ざまな規制です。科学技術に関する誤っ
た規制は論証した上で正しく見直し、よ
り早くビジネスが立ち上がるための貢献
を期待します。
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野間口 有 理事長

Thaweesak Koanantakool 委員　（国家科学技術開発庁　長官、タイ）

海外からの視点でいくつか申し上げま
す。

米国の主要産業は本国に回帰しつつあ
ります。高度なロボット技術やオート
メーション、シェールガスによる安価な
エネルギーによるものです。しかし、日
本は米国とは状況が違います。日本の産
業はそうは望まないでしょう。彼らはイ
ノベーションによって海外にとどまる戦
略を採るでしょう。産総研は、その様な
海外に出た日本企業をアシストするとい
う重要な役割を担うことができるはずで
す。

企業とのオープンイノベーションにお

いては、それが日本産業の再活性化の
正道と思います。私は産総研がタイを
含めて海外の研究者との共同研究の機
会を提供していることに感謝申し上げ
ますが、日本と現地の企業のための海外
でのオープンイノベーションハブを創
り出すことは、日本産業と産総研にとっ
ても有益でしょう。

イノベーションと新しいソリュー
ションは、市場の近くで生じ、公的研究
機関と企業のコラボレーションもそこ
で生じます。

また、私は産総研が研究者循環のハ
ブ、アカデミアと産業界の間の循環のハ

ブ、そしてできるな
ら日本と海外の間の
循環のハブになるこ
とに期待します。 

最 後 に、ASEAN
とインドでの新しい
成長の波に乗ること。これらの地域では
日本のそれとは全く異なる独自の製品が
生まれていますが、産総研と日本企業の
現有する能力でその市場に対応できるは
ずです。農業機械化、住宅、省エネル
ギー、再生エネルギーを含むバイオテク
ノロジー、食品安全、包装、衛生水準の
向上などが一例です。

本当に長時間にわたり熱心にご議論い
ただきまして、ありがとうございました。
私どもが取り組んでいることに対してと
ても勇気づけられる意見をたくさんいた
だいたと思っていますし、また責任の重
大さをあらためて感じさせられた思いで
ございます。

委員からいただいたご意見のうち、2
～ 3について私も意見を述べたいと思い
ます。まず、中小企業を含めた製造業の
強化という点については、オープンラボ
などを通じて責任を強く感じているとこ
ろです。技術的なサポートも必要ですし、

人材面でのサポートも必要だと思います。
経済産業省にはサポーティングインダス
トリー強化の施策がありますが、それに
ついても産総研が地域の中小企業と連携
して、よりよい提案ができるように協力
しており、これを強化していきます。

それから、既存分野も含めてロード
マップをしっかりもつという点につい
て、アカデミアが力を抜いている領域が
あることは、私も産業界にいるときから
強く感じておりました。パワーエレク
トロニクスですばらしいデバイスができ
ても、パワーエレクトロニクスの回路を

教える講座がなく
なっているという
現象が日本の大学
で起こっておりま
した。産総研とし
ては、だからといっ
て見過ごすのではなくて、カバーできる
ところは可能な限りカバーしていきたい
と思っています。

このように公的研究機関がこれからの
社会で果たすべき役割、重要性はますま
す増していると思っています。課題を「見
える化」して、公的研究機関としてのミッ

産総研というのは日本の中ではとて
も有名です。しかし、アメリカの中で
AISTと言っても、私が説明した人はわ
かりますけれども、それ以外の人はなか
なかわかりません。これだけの規模、こ
れだけの研究の内容、これだけの日本と
いう国の中での位置づけをもっている研
究機関が、世界に対してもっとプレゼ
ンスを示して、なおかつ役割を担うとい
うことが重要だろうと思います。私の意
見は、産総研の研究者がもっと外に出
て、個人名で勝負をしてほしいというこ
とです。重要なのは、研究者、技術者の

方々がどういう知見をもっていて、その
技術に対してどういうビジョンや方向性
をもっているかということを相手に伝え
ることです。それが本当の意味で産総研
の実力をアップすることだと思います。
2,000人以上の研究者がいて、そういう
意識をもって自分の研究成果を、日本国
内だけではなく、海外に対してもアピー
ルして、ベンチマークしていこうという
気概をもっていただきたいというのが私
の今回のコメントです。

そのため、野間口理事長には、海外
出張のための予算を削らないようにお

願いしたい。海外出
張をして海外の人
とフェース・トゥ・
フェースで話すとい
うことをしないと、
せっかくいい研究、
いい考えをもっていても、それは評価さ
れないと思います。人と会って話をする
ということがとても大事なので、そうい
う機会を増やしていただくことをお願い
することで、産総研がこれから日本の産
業を良くしていく上での役割がはっきり
すると思います。

Makoto Hirayama 委員　（ニューヨーク州立大学　教授、米国）

ます。例えば、若い才能は必須ですが、
科学技術が若い世代にとって魅力的でな
くなっています。フランスでは企業の経
営トップ層に理系出身者が就くことが少
なくなりつつあります。こうなると、科

学技術よりも財務やマーケティングが大
事だと思われてしまいます。いくつかの
国で産業競争力が問題になる理由の1つ
がこれです。

これらはフランスでの話であって、

私は日本に当てはめる意図はありませ
んが、これらが最初の問いかけへの回
答です。
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ションを明確に果たせるように取り組ん
でいきたいと思います。

濱田議長からお話のありました、海外
展開についてですが、産総研は海外に拠
点をつくるというよりも、例えば、フラ
ンスの国立科学研究センター（CNRS）や
タイの国家科学技術開発庁（NSTDA）の
ような海外の研究機関と協力して、そこ
に日本企業あるいは現地の国々の企業に
も参加していただく形でのグローバル展
開を主に考えていきたいと思っています。

平山委員はじめ何人かの委員から指摘
のありました日本人論については本当に
考えさせられる問題です。日本人は謙譲
の美徳を生まれながらもっているかと思
いますが、これからは国際社会ではアピー
ルする姿勢が大事です。近年産総研では

国際標準化委員会に直接関わる人材だけ
でも全研究職員の10 %ぐらいになります。
研究発表という点では、その何倍も海外
進出をしていると思っています。さらに、
研修として海外の研究機関に派遣する短
期派遣、長期派遣が合わせて年に100人
ぐらいになります。このようにグローバ
ルに活躍する人材の育成には、意を用い
ているつもりですが、その重要性をあら
ためて強く感じましたので、これからも
こういうところはしっかりと取り組んで
いきたいと思っています。

産総研の産業界や大学と連携したオー
プンイノベーションハブについては、産
総研全部がオープンイノベーションハブ
だという心構えで取り組んでおります。
産総研の部署には、明確なハブ的な機能

もありますし、研究のフェーズによって
は出口に近づいたものをサポートする場
合もあります。また、新しく始めるため
に強引にリードする場合もあります。い
ろいろなケースですけれども、少なくと
も出口に近づいて、出口を突破するまで
やるという姿勢でやっています。

皆さま方からいただきました人材の問
題、育成の問題、ダイバーシティの問題、
イノベーションの出し方の問題などで、
さまざまな工夫やダイナミックな成果が
出るような取り組みが必要だと強く感じ
させられた課題がたくさんありましたの
で、今後の活動に活かしていきたいと思
います。

本日は本当にありがとうございました。

2つのグループで行った研究現場視察
「日本産業を元気にする産総研の研究」を実感していただくことを目的として、以下の2コースに分かれ、6つの研究
テーマを対象に研究現場視察を行いました。

「定量NMR技術による革新的計量トレー
サビリティの実現」
計測標準研究部門

【Aコース】

【Bコース】

「持続発現型RNAベクターを用いた血液
からの高品質iPS細胞の樹立」
幹細胞工学研究センター

「SiCパワーエレクトロニクスの研究開発」
先進パワーエレクトロニクス研究センター

「ミニマルファブシステム」
ナノエレクトロニクス研究部門

「大陸棚延伸と海底資源探査への貢献」
地質情報研究部門

「プルシアンブルーナノ粒子を用いた放射性
セシウム除染」
ナノシステム研究部門


